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○ 大学の概要  

 

(1) 現況 
 
 ①大学名   国立大学法人東京外国語大学 
          
 ②所在地   東京都府中市朝日町 
  
 ③役員の状況 

学長 亀山 郁夫（平成19年9月1日～平成23年3月31日） 
        （平成23年4月1日～平成25年3月31日）※再任2年 

   理事数 ３名、監事数 ２名 
 
④学部等の構成 

外国語学部 
    大学院総合国際学研究科 

アジア・アフリカ言語文化研究所※ 
    留学生日本語教育センター 
   ※は、共同利用・共同研究拠点に認定の附置研究所等を示す。 
  
 ⑤学生数及び教職員数 平成22年5月1日現在 
     外国語学部       3,792名（164名） 
     大学院総合国際学研究科   354名（137名） 
     教員数                    237名 
   職員数                    147名 

※（）内は留学生数 
※平成21年4月1日に総合国際学研究科を設置（旧：地域文化研究科） 

 
 (2) 大学の基本的な目標等 
 
【中期目標前文】 
国立大学法人東京外国語大学の基本的な目標は、日本を含む世界諸地域の言語・文

化・社会に関する教育と研究を通じて、地球社会における共存・共生に寄与することに
ある。 
教育面では、豊かな人間性、深い思考力、鋭利な感性を養い、高度なコミュニケーシ

ョン能力、豊かな教養、広い視野を身につけ、さまざまな文化的背景を持つ世界諸地域
の人々と協働して地球的課題に取り組むことができる人材を養成する。 

 

研究面では、世界諸地域の言語、文化、社会について領域横断的な創造的研究を
推進し、地球社会が直面する諸問題の解明に寄与することをめざす。 
同時に、社会との連携を深め、多言語・多文化状況が急速に進む日本社会に、東

京外国語大学独自の教育研究活動の成果や知的資源、人的資源を、さまざまな方法
と媒体を通じて還元していく。 

 

 

【グランドデザイン】 
本学の基本理念を、21世紀の新しい時代に相応しい形で実現していくため、2002

年に策定したグランドデザイン「地球社会化時代における教育研究の拠点大学を目
指して」を2007年に一部改訂し、以下のとおりとしている。 
Ⅰ．拠点大学化 

  １．世界諸地域の言語・文化・社会に関する高等教育の拠点 
  ２．世界諸地域の言語・文化・社会に関する学際的かつ先端的な研究拠点 
  ３．日本語教育研究の世界的な拠点 
 Ⅱ．国内外の大学間連携等による教育研究の高度化 
 Ⅲ．国内外における社会連携の展開 
 Ⅳ．豊かな学生生活の実現 
 Ⅴ．拠点大学としての基盤整備 
 
 このグランドデザインにおいて、本学の個性を次のように規定している。 
 
「本学では、ヨーロッパ、南北アメリカ、オセアニア、アジア、アフリカと世界の
ほぼすべての地域にわたって、言語学、言語教育学、文学、歴史学、哲学・思想、
文化人類学、社会学、政治学、経済学などさまざまな学問分野のすぐれた専門家が
協働して教育と研究にあたっている。その意味で、単科大学ではありながら、学際
性と総合性をきわめて密度の高い形で実現している。地球社会化時代にあって、本
学は教育と研究の両面においてこの独自性を最大限に発揮し、地球社会化時代の未
来を拓く教育研究の拠点大学をめざす。」 
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(3) 大学の運営組織図 
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○ 全体的な状況  

 

Ⅰ．教育研究等の質の向上の状況（共同利用・共同研究拠点に認定の附置研究所等に

係る状況も含む。） 

 

１．個性化・特色の明確化を図るための組織的取組状況 

(1)外国語学部 

①本学においてのみ教授されている地域に関する研究の充実を踏まえ、新たな地域を

含めた柔軟で可変的な地域設定に基づく教育課程を整備し、我が国唯一の地域研究・

外国研究のための東京外国語大学において、現代的な課題に対応しうる「世界諸地域

の言語・文化・社会に関する豊かな教養と地球社会化時代にふさわしい人材」を育成

するために、平成 23 年度特別教育研究費「全地球的な地域研究に関する教育拠点」

を活用し、平成 24 年度の学士課程の改編に向け、教育体制の大幅な充実を図ること

とした。 

②大学教育・学生支援推進事業大学教育推進プログラム「英語学習支援・評価システ

ム連環プログラム」を活用して、英語学習支援センターを中心に、授業時間外で利用

できる英語自律学習のための支援プログラムを提供した。 

 

(2)総合国際学研究科 

①大学院教育改革支援プログラム「臨地教育実践による高度な国際協力人材養成」、

「国際基準に基づく先端的言語教育者養成」、グローバルCOE プログラム「コーパス

に基づく言語学教育研究拠点」の若手研究者派遣プログラム等を活用して、博士前・

後期課程の学生を海外調査・研究に派遣することにより、教育課程の充実を図った。

②フランスのエクス＝マルセイユ第１大学、パリ第３大学、イタリアのボローニャ大

学との間で、それぞれ「博士論文の共同指導に関する協定」を締結し、博士論文の共

同指導・共同学位授与体制の整備を行った。 

③研究活動の実践の場として設置されている学内附属施設（語学研究所、総合文化研

究所、海外事情研究所）を再編し、新たに国際関係研究所を加えた4研究所体制を整

備することとした。 

 

(3)アジア・アフリカ言語文化研究所（共同利用・共同研究拠点分を含む） 

①平成22年度からの6年間、共同利用・共同研究拠点「アジア・アフリカの言語文

化に関する国際的研究拠点」として認定されたことを受けて、共同利用・共同研究課

題及び共同研究員の公募を開始するとともに、中期的研究戦略としての共同研究軸

として、4つの「基幹研究」を新たに設け、予算を優先的に配分することとした。 

②ベイルート海外拠点（中東研究日本センター）では、ベイルート・アメリカン大

学、レバノン大学、ドイツ・ベイルート東方研究所と締結した協定に基づき、共同

研究を推進した。また、常駐の特任研究員を配置した。 

③コタキナバル海外拠点（コタキナバル・リエゾンオフィス）では、サバ州政府の

開発研究機構（IDS）と締結した協定に基づき、共同研究を推進した。 

④基幹研究「言語ダイナミクス科学研究」では、ロンドン大学東洋アフリカ学学院

とドイツのマックス・プランク進化人類学研究所と締結した協定に基づき、共同研

究を推進した。 

⑤情報資源利用研究センター（IRC）において、国内外の研究者が利用可能なFull 

Text Searchシステムの開発を行った。 

⑥フィールドサイエンス研究企画センター（FSC）では、フィールドサイエンスの

新たな研究手法開発を目指す「フィールドネット」事業を推進した。 

⑦スワヒリ語、アムド・チベット語、スィンディー語の言語研修を実施した。 

⑧学術雑誌『アジア・アフリカ言語文化研究』 (vol.80、81)、広報誌『フィール

ドプラス』（4、5 号）を刊行した。研究成果を紹介する企画展として、「豊饒なる

エジプト展」、「スタジオ・フォトグラフィ・アズ・ア・ドリームマシン」展を開催

した。 

 

(4)留学生日本語教育センター 

①国費外国人留学生に対する予備教育、中国赴日本国留学生予備教育事業による教

師派遣、国外の教育機関に派遣される日本語教員のための研修事業を実施した。 

②「JLC日本語スタンダーズ」2011改訂版ならびに報告書を出版するとともに、日

本語教育国際シンポジウム「JLC日本語スタンダーズの今後の展望」を開催した。 

 

(5)国際日本研究センターの取組 

①国際日本研究センターにおいて、国際シンポジウム・研究会等を開催するととも

に、研究成果として、国際シンポジウム報告集『世界の日本語・日本学』、ジャー

ナル『日本語・日本学研究』等を出版した。 
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②比較日本文化部門と国際連携推進部門とが連携して、「最新の日本研究の配信」の

ためのビジュアル教材作成に着手し、2シリーズ計5本のビデオ教材を作製した。 

 

２．学生支援の充実のための組織的取組状況 

(1)学生の留学支援のための組織的取組 

①新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム「eアラムナイ協働による学生

留学支援」を活用し、卒業生による本学在籍中の学生の海外留学に係る支援策の１つ

として、eアラムナイSNSの運用を行った。 

②本学国際戦略本部に戦略的新規協定校調査ＷＧを設置し、新たな交流協定に関する

戦略的見直し、英語圏の協定校の開拓のための検討及び調査、東アジア圏教育コンソ

ーシアムの結成に関する検討及び調査を開始した。 

 

(2)学生のキャリア形成支援のための組織的取組 

①国際機関や外務省等への就職に向けた資格取得支援のため、外交官試験受験者支援

プログラム（「外交官プログラム」）を新たに開始した。 

②「学生課キャリア支援室」を「グローバル・キャリア・センター」に拡充し、新規

科目「グローバル・ビジネス講義」、「キャリアデザイン論（仮称）」等の新たなキャ

リア支援のための取り組みを実施することとした。 

③日本での就職を希望する外国人留学生を対象に、過去の就職活動体験者の体験を踏

まえた外国人留学生のための就職ガイダンスを新たに実施した。 

 

(3)本学独自の奨学金制度 

①「国際教育支援基金」を活用して、留学生、派遣留学生に本学独自の奨学金を支給

した。さらに、世界的不況による留学生の経済状況の悪化に鑑み、学部及び大学院私

費留学生に緊急支援金を支給した。 

②「東京外国語大学基金（創立百周年記念教育研究振興基金）」をもとに、金融危機

に伴い入学金及び授業料の納入が困難となった入学者に対し緊急奨学金を支給した。

③東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故により被災した学生に対して経済的

支援を行うために、「東京外国語大学教育研究振興基金（東北地方太平洋沖地震被災

学生支援基金）」への寄付を呼びかけた。 

 

３．社会連携・地域貢献、国際交流等の推進 

(1)情報発信の取組 

①大学広報誌「GLOBE Voice」（2、3 号）を刊行するとともに、東京外国語大学出

版会を通じて教育研究の成果を5冊の学術書、教科書等として刊行した。 

②TUFSオープンアカデミーを実施し、広く生涯学習の機会を地域市民に提供した。 

 

(2)他大学との連携・協力のための取組 

経営戦略会議大学連携部会を中心に、国際基督教大学との間で締結した「教育・

研究等の連携協力に関する基本協定書」に基づき、実務担当者会議を開催し、教育・

研究等の連携協力について検討を行い、新たに合同職員研修会を実施することとし

た。 

 

(3)多言語・多文化教育研究センターの取組 

①「多言語・多文化社会専門人材養成講座」の新規開講、「高校生のための国際

理解セミナー」の開講、本学学生による学習支援ボランティア活動や国際理解教

育ボランティア活動の支援等の社会貢献事業を行った。 

②東北地方太平洋沖地震の発生直後に、「東京外国語大学多言語災害情報支援サ

イト」を立ち上げ、日本に住む外国人に必要とされる情報を正確かつ迅速に伝え

るために、コミュニティ通訳養成講座修了生および本学教職員・学生・留学生・

卒業生等の協力を得て、多言語による災害情報を提供した。 

 

(4)国際学術戦略本部の取組 

スマトラ沖地震被害からの復興支援の一環として、国際学術戦略本部内のアチェ

文化財復興支援室が、文化遺産国際協力拠点交流事業「インドネシア・スマトラ島

沖地震及び津波被害を受けたアチェにおける歴史的記録文書等の保存修復のため

の拠点交流事業」を受託し、国立公文書館と連携して、文書修復技術の研修及び文

字文化財復興支援事業を総括する国際セミナーを開催した。 
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Ⅱ．業務運営・財務内容等の状況 

 

１．組織運営の改善及び効率化 

(1)運営体制の改善（法人のガバナンスの充実） 

経営協議会における意見を大学経営に積極的に反映するため、大学経営全般につい

て、経営協議会の学外委員から自由な意見を聴取する場を新たに設けることとした。

(2)教育研究組織の見直し 

学長のリーダーシップのもと、地球社会の政治・経済・文化的なグローバル化に対

応し、「世界諸地域の言語・文化・社会に関する高等教育の拠点」機能を強化し、大

学の経営戦略の刷新に向けた具体策として、学士課程の改編を行い、外国語学部を平

成24年度に2学部へ改編することとし、実施に向けた検討を開始した。 

(3)効果的・効率的な法人運営の推進 

①大学の戦略に即した事務の重点化を図るために、平成22年4月1日より、会計課、

学生課、研究協力課において一部事務組織の改編を行ったほか、学術情報基盤の設置

に伴い、平成22年10月1日より、新たに情報企画主幹を置いた。また、平成24年

度からの学士課程の改編に向けて、平成23年4月1日より、新学部設置準備室を置

くこととした。 

②本学国際戦略本部において、本学で勤務する外国人研究者・教員が滞りなく研究・

教育環境に適応できるようサービス提供を行うワンストップオフィスとして、国際戦

略本部サービスフロントの業務を実施した。 

 

２．財務内容の改善 

(1)外部資金獲得の取組 

外部資金獲得に向け、プロジェクト支援強化のため平成 20 年に設置したプロジェ

クト支援事務室、平成 21 年より経営戦略会議の下の専門部会として再配置した研究

推進部会等を中心に、プロジェクト申請を戦略的に行った。その結果、科学研究費補

助金の採択率は54.2％と、全国の大学の中でもトップレベルを維持し続けている。 

(2)経費削減 

効率的な物品調達や経費節減を目指すため、平成 23 年度から西東京地区の国立大

学法人と共同で物品調達を行うための検討を行った。  

 

 

 (3)資産の運用管理の改善 

第１期中期目標期間に引き続き、経営協議会を主体とし、基金の資金及び業務余

裕資金について点検・評価し、短期・中期の運用を行った。また、内部監査の指摘

事項をもとに、資金運用にかかる入札対象金融機関の選定について、格付けの見直

しを行った。 

財務諸表をもとに、外部資金比率等の各種経費の割合を分析し、役員等に報告す

るとともに、分析結果を外部資金の確保や資源配分に利用した。 

 

３．自己点検・評価及び情報提供 

(1)自己点検・評価 

留学生日本語教育センターにおいて、設立40周年事業の一環として、外部評価

を実施した。 

(2)情報提供 

教育研究活動等の状況を公表するにあたり、情報提供者及び利用者の双方の利便

性を高めるため、大学ホームページについて、コンテンツの充実を図るとともに、

「研究者一覧」に自動生成・更新機能を付加し、研究者情報の積極的な発信を行っ

た。 

 

４．その他業務運営 

(1)施設設備の整備 

留学生の居室確保のため、国際交流会館（３号館）の設置を企画し、建設及び維

持管理への民間資金の導入についての検討を開始した。 

(2)法令遵守（コンプライアンス）体制の確保 

定期監事監査や内部監査等を実施するとともに、過去の監査結果について、監事

連絡協議会で検討の上、平成23年度以降の監査計画を策定した。 

(3)危機管理 

国立大学法人東京外国語大学における危機管理に関する規程第 16 条の規定に基

づき、東北地方太平洋沖地震の発生に伴い生じた諸問題へ迅速かつ適切に対処する

ための組織として東北地方太平洋沖地震緊急対策本部を設置し、タスク別の8つの

チームにより問題の対応にあたった。 
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○ 項目別の状況  

 
Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標 

① 組織運営の改善に関する目標 
 
中 
 
期 
 
目 
 
標 

運営体制の改善 

学長は、管理運営の最高責任者として教育研究の活性化に資するため、学内外の状況の変化に即応することを目的として学内外に設置した審議組織において、活発

な議論を行い、リーダーシップを発揮した責任ある執行を行う。 
教育研究組織の見直し 

国立大学としての社会的要請、学生ニーズ等を踏まえ、急速にグローバル化していく時代に即し、教育研究組織の見直しについて検討を行う。 

教職員人事の適正化 

優れた研究に裏打ちされた豊かな学識と教育能力を有するとともに、学生と豊かな人間関係・信頼関係を構築することのできる教員を採用する。 

創造的な大学経営に参加できる人材を養成する。 
 

中 期 計 画 年 度 計 画 進捗

状況

ｳｪｲﾄ 

【28-1】経営戦略会議の部会において、社会的状況に即応した機動的・戦略的な

具体的審議を行い、学長のリーダーシップに基づく大学運営及び資源配分を行う。

Ⅳ  

【28-2】役員会、理事・副学長会議等を定期的に開催し、教育研究評議会におけ

る教育研究に係る重要事項の審議を活性化させる。 
Ⅲ 
 

 
 

【28】運営組織の効率的・機動的な運営に関する具体的方策 

将来構想や経営戦略等を審議する場として、本学が独自に設置した

経営戦略会議を積極的に活用しつつ、教育研究評議会の効果的な運

営を基礎として、学長・理事・副学長を中心に、機動的・戦略的な

大学運営及び資源配分を行う。 
 

【28-3】大学執行部と各部局執行部との懇談会を定期的に開催し、大学として取

り組むべき課題の洗い出しを行う。 
Ⅲ  

【29-1】経営協議会の開催時期、議事進行、配付資料等を見直し、経営協議会に

おける経営に係る重要事項の審議を活性化させる。 
Ⅲ  【29】 運営組織の合理的で責任ある体制整備に関する具体的方策 

学外からの意見を聴取し、社会的存在としてその責任を明らかにす

るとともに、学外有識者の識見を大学経営により直接に反映させる

ため、経営協議会を効果的に活用する。 
【29-2】任期満了の経営協議会学外委員の選任に当たり、国際的な視野と異文化

に対する理解を持ち、大学の経営や運営に関する経営・知識を有する人材を登用

する。 

Ⅲ  
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中 期 計 画 年 度 計 画 進捗

状況

ｳｪｲﾄ 

【30】教育研究組織の編制・見直しのシステムに関する具体的方策

経営戦略会議を中心に、責任ある教育研究体制の維持・形成を前提

とし、国内外の高等教育改革の動向を総合的に勘案しつつ組織の整

備を行う。 

【30】経営戦略会議教育改革部会が、教育改革に係る具体的取組に係る審議を、

経営戦略会議研究推進部会が、推進すべき研究の企画・立案を行い、これら部会

の審議内容や国内外の高等教育改革の動向を踏まえ、経営戦略会議将来構想部会

において中・長期的な教育研究組織の在り方について審議する。 

 

 
Ⅲ 

 
 

【31】女性教員、外国人教員への支援に関する具体的方策  

多数在籍する女性教員、外国人教員が、働きやすい環境づくりのた

めの取組を推進する。 

【31】男女が共に働きやすい職場を実現するための議論を進めるため、学長特別

補佐を主査とする男女共同参画ワーキンググループを設置する。また、外国人教

員に対するワンストップサービスを実施する。 

 

Ⅲ  

【32】人事評価システムの活用に関する具体的方策 

適切な人事評価を人員配置、昇格、昇給、手当等に反映させる。 
【32】定期人事評価を行い、人員配置、昇格の際の参考とするとともに、その結

果を、各年度の定期昇給、勤勉手当等に適切に反映させる。 

 

Ⅲ  

【33】教職員の採用及び教員の流動性向上に関する具体的方策 

教職員の採用にあたっては、教育プロジェクト、研究プロジェクト

型人事を拡充し、人事を流動化させる。 

【33】優れた若手研究者を育成し、研究環境の活性化と教育研究水準の向上を図

ることを目的とし、テニュアトラック制度の拡充を図る。 

Ⅲ  

【34】大学職員の職能開発 

高度化・複雑化する大学業務に対応するために、体系的な SD（スタ

ッフ・ディベロップメント）を実施し、事務職員の職能開発を行う

とともに、PDCA（計画・実践・評価・改善）サイクルを確立し、業

務運営を改善する。 

【34】職員の資質・能力の向上を図るため、海外研修を含む実地研修等を実施す

る。また、平成23年度事務職員研修計画を策定する。 

 

Ⅲ  

 ウェイト小計  
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標 

② 事務等の効率化・合理化に関する目標 

 
中 
期 
目 
標 

 

大学の運営に必要な業務を十全に遂行できるとともに、大学の方針に機動的に対応できるよう、事務処理内容を見直し、効率化とコストの低減を目指すとともに業

務の重点化を行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 進捗

状況

ｳｪｲﾄ 

【35】事務組織の機能・編制の見直しに関する具体的方策 

大学の戦略に即した事務体制の重点化を図り、必要に応じて組織改

編を行う。業務のアウトソーシング、事務の電算化、ＩＴ（情報技

術）を活用した事務処理の簡素化等について、さらなる検討を進め

る。 

【35】事務局９課のフラットな事務処理体制に加えて、プロジェクト支援事務室、

人事労務室、研究院事務室、障害者雇用推進室において、集中的かつ効率的な事

務処理を行うとともに、事務局長を中心に、アウトソーシング、電算化、簡素化

等について、検討を行う。 

 
Ⅲ 

 
 

 ウェイト小計  

 ウェイト総計  
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（1）業務運営の改善及び効率化に関する特記事項  

 

１．特記事項 

 

(1)学長のリーダーシップによる戦略的大学運営 

大学の経営戦略の刷新に向けて、学長のリーダーシップのもと、中長期的展望に基

づく諸施策の企画と検討を行うために本学独自の運営組織として設置した経営戦略

会議において、長期的な教育研究組織の在り方に関し、様々な角度から検討を行った。

その結果、地球社会の政治・経済・文化的なグローバル化に対応し、「世界諸地域の

言語・文化・社会に関する高等教育の拠点」機能を強化するために学士課程の改編を

行い、外国語学部を平成 24 年度に 2 学部化することとし、実施に向けた検討を開始

した。 

 

(2)東京外国語大学独自の職員採用試験の実施 

事務職員の採用にあたって、単なる大学運営のみならず、本学を発展させる価値創

造力と語学能力を含む実践的な能力を持った人材を、計画的に受け入れることを目的

に、本学出身者を対象に、独自の採用試験を実施した。 

 

 (3)独自の学生支援策 

①本学独自の「国際教育支援基金」を活用して、本学で学ぶ学部及び大学院留学生へ

の経済支援として、留学生53名に対して総額927万円、派遣留学生24名に対して一

時金として480万円、長幸男アジア奨学生2名に対して総額192万円を奨学金として

支給した。また、世界的不況による留学生の経済状況の悪化に鑑み、学部及び大学院

私費留学生30名に対して総額270万円を緊急支援基金として支給した。 

②「東京外国語大学基金（創立百周年記念教育研究振興基金）」をもとに、今般の経

済状況の悪化に伴い、保護者の失職等により、経済状況が急変した平成 23 年度入学

者5名に対し、総額役400万円を緊急奨学金として支給した。 

③東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故により被災した学生に対して経済的

支援を行うために、新たに「東京外国語大学教育研究振興基金（東北地方太平洋沖地

震被災学生支援基金）」を設立し、教職員、在学生、卒業生、保護者等に寄附を呼び

かけ、被災した学生に対し速やかに給付することとした。 

２．「共通の観点」に係る取組状況 

 

(1)戦略的・効果的な資源配分及び業務運営の効率化 

①学長裁量経費を確保し、役員会における意見を参考に、教育及び研究の高度

化・活性化支援、学生・就職支援、経営強化等に重点的に配分した。 

②大学の戦略に即した事務の重点化を図るために、平成22年4月1日より、会

計課、学生課、研究協力課において一部事務組織の改編を行ったほか、学術情報

基盤の設置に伴い、平成22年10月1日より、新たに情報企画主幹を置いた。ま

た、平成24年度からの学士課程の改編に向けて、平成23年4月1日より、新学

部設置準備室を置くこととした。 

 

(2)外部有識者の積極的活用や監査機能の充実 

①経営協議会 

経営協議会における意見を大学経営に積極的に反映するために、大学経営全般

について、経営協議会の学外委員から自由な意見を聴取する場を新たに設け、学

外委員からの意見を今後の大学運営に活かすこととした。また、ホームページを

通じて、経営協議会の議事要旨、学外委員からの意見に対する本学の取組等の情

報を広く社会に公開した。 

 

②監事機能の充実 

内部監査計画書に基づき、内部監査室の会計監査部門と業務監査部門が書面・

実地調査を行った。また、内部監査員と監事による監査連絡協議会を開催し、相

互の連携・補完等を図ることにより、内部監査機能の充実を図った。 

また、内部監査の指摘事項をもとに、資金運用における入札対象金融機関の格

付けについて見直しを行った。 



東京外国語大学 

13 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

（２）財務内容の改善に関する目標 

① 外部研究資金、寄付金その他の自己収入の増加に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 

外部資金の積極的な獲得を目指す等、自己収入の増加を図るために事業計画の実施を検討する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 
進捗

状況

ｳｪｲﾄ 

【36】科学研究費補助金、受託研究、奨学寄附金等外部資金増加に

関する具体的方策 

経営戦略会議が中心となり、教育・研究の活性化を目的とした外部

資金獲得のために、企画・立案を行う。 

【36】経営戦略会議戦略企画部会及び研究推進部会が、外部資金獲得に係る戦略

を策定する。 

 

Ⅳ 

 

 

 

 ウェイト小計  
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

（２）財務内容の改善に関する目標 

② 経費の抑制に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

人件費の削減 

「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）に基づき、平成18年度以降の５年間において国家公務員に準じた

人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を

平成23年度まで継続する。 

人件費以外の経費の削減 

管理的経費の抑制を目指して業務の合理化、効率化を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 
進捗

状況

ｳｪｲﾄ 

【37】「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律」（平成18年法律第47号）に基づき、国家公務員に準じた人

件費改革に取り組み、平成18年度からの５年間において、△５％以

上の人件費削減を行う。更に「経済財政運営と構造改革に関する基

本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）に基づき、国家公務員

の改革を踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。 

 

【37】総人件費改革の実行計画を踏まえ、概ね1%の人件費の削減を図るとともに、

平成23年度までの人件費削減計画を策定する。 

Ⅲ  

 

【38】光熱水料及び物件費等、管理的経費の抑制を図り、経費を削

減する。 

【38】管理的経費等の節減について検討し、可能なものから実現する。 

 

Ⅲ  

 ウェイト小計  
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

（２）財務内容の改善に関する目標 

③ 資産の運用管理の改善に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 

東京外国語大学の有する施設設備や資産の状況を定期的に点検し、有効かつ定期的に運用する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 
進捗

状況

ｳｪｲﾄ 

【39】本学の資産の運用状況を定期的に点検するとともに、有効活

用のための具体的方策を実施する。 

 

【39】資産の運用状況、施設利用状況について調査する。 Ⅲ  

 

 ウェイト小計  

 ウェイト総計  
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（2）財務内容の改善に関する特記事項  

 

１．特記事項  

 

(1)外部資金の積極的な獲得のための取組 

①科学研究費補助金 

外部資金を組織的に獲得するため、経営戦略会議研究推進部会の部会員をそれぞれ

に中心とした研究組織により研究課題を設定し、科学研究費補助金（基盤研究Ｂ以上）

に5件応募し、2件採択されたほか、プロジェクト支援強化のために平成20年に設置

したプロジェクト支援事務室、研究推進部会等を中心に、プロジェクト申請を戦略的

に行った。その結果、平成22年度の科学研究費補助金新規採択率は54.2％と、前年

度の45．6％を大きく上回り、全国の大学の中でも第2位と、トップレベルにある。

また、科学研究費補助金申請課題のうち、不採択になったものの、高い評価を得、

さらに研究を進めることにより次年度採択の可能性の見込めるもの2件について、平

成 21 年度に引き続き「科学研究補助金プロジェクト支援研究費」により支援し、う

ち1件が「基盤研究（Ａ）」に採択された。 

 

②国際医療通訳講座 

新成長戦略に基づく経済産業省「平成 22 年度産業技術人材育成支援事業（サービ

ス産業分野）国際医療交流人材育成支援事業」の委託事業として、医療に対する理解

と高い通訳能力を備え、国際医療交流に資する人材の育成を目的とする「国際医療通

訳講座」を実施した。 

 

③その他、平成22年度に新たに採択されたプロジェクト 

●文部科学省特別教育研究経費 

「地球社会と協働するための言語教育高度化・質保証プログラム－高度な言語運用能

力に裏付けされたグローバルインターフェース力のために－」（48,460千円） 

●文化遺産国際協力拠点交流事業（文化庁受託事業） 

インドネシア・スマトラ島沖地震及び津波被害を受けたアチェにおける歴史的記録文

書等の保存修復のための拠点交流事業（4,939千円） 

 

(2)財務情報の分析 

 財務諸表をもとに財務レポートを作成し、理事・副学長会議、教育研究評議会及び

経営協議会において本学の財務状況や他の文科系大学（Ｃグループ）との比較な

どを説明するとともに、本学の財務状況に対する全体的な理解を促すために、全

教職員に対して財務レポートを配付し、引き続き外部資金の獲得に積極的に取り

組むよう促した。その結果、公開講座による収益等の自己収入の増加、競争的資

金等の外部資金の獲得により、運営費交付金及び学生納付金以外の収入が着実に

確保されている。なお、財務レポートは本学ホームページに掲載し、広く社会に

公開している。 

 

２．「共通の観点」に係る取組状況 

 

(1)財務内容の改善・充実 

①資金の適切な運用 

基金の資金及び業務余裕資金について点検・評価を行い、短期・中期の積極的

な資金運用を図った結果、運用件数26件（前年度25件、以下同様）、延べ運用

額4,209百万円（5,187百万円）、延べ運用日数2,977日（3,433日）、運用利息

2,636千円（6,000千円）であった。運用額が昨年比80%に留まったのは、昨年度

保有していた目的積立金及び退職手当未使用分等の余裕資金を第1期中期目標期

間最終年度で国庫納付し、余裕資金が大幅に減少したためである。また、平均運

用利率も対前年比 68%に落ち込んだため、運用利息も減少となったが、業務余裕

資金等を効率よく運用し、運用件数は前年度を上回ることができた。 

 

②随意契約等の見直し・共同調達の実施 

消防用設備等保全業務、雨水再利用設備等保全業務等の保守契約について、複

数年契約を行い、経費の節減を図るとともに、ＬＥＤ照明の導入、定期的な空調

フィルターの清掃等により、光熱水料の節減を図った。また、国立情報学研究所

の「学術情報ネットワーク」がSINET3からSINET4に切り替わることに対応する

ため、国立情報学研究所の「学術情報ネットワーク接続用アクセス回線共同調達」

に参加し、回線使用料を大幅に削減した。西東京地区の国立大学法人との間で、

ＰＰＣ用紙と蛍光灯の共同調達を実施し、消耗品費の削減を図ることとした。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

① 評価の充実に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

国立大学法人としての社会的責任を果たすべく、全学的及び部局ごとの点検評価を定期的に行い、教育研究の活性化及び管理運営業務の改善を行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 
進捗

状況

ｳｪｲﾄ 

【40】点検・評価室を中心に、大学の諸活動に関する点検・評価を

行い、必要に応じて改善を行う。 

【40】点検・評価室を中心に、大学情報データベースを活用し、年度計画の進捗

状況についてヒアリング等を行い、必要に応じて改善を命ずる。 

 

Ⅲ  

 

 ウェイト小計  
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

国立大学としての社会に対する説明責任や大学のプレゼンス向上を果たすべく、教育研究活動、地域貢献や国際協力、組織運営、人事、財務など大学の運営全般に

わたっての情報発信を行う。 

  

中 期 計 画 年 度 計 画 
進捗

状況

ｳｪｲﾄ 

【41】教育的情報や教員の活動に関わる情報、学術情報を広く、わ

かりやすく公開するため、多種多様な広報手段を充実させる。 

【41】大学のホームページ、広報誌「GLOBE Voice」「Field＋」等を活用して、学

外に情報を発信する。また、広報マネジメント室が中心となり、広報活動の方策

について検討を進める。 

 

Ⅳ  

 

 ウェイト小計  

 ウェイト総計  
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（3）自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項  

 

１．特記事項 

  

(1)外国語学部の改編に向けた検証 

卒業予定者を対象とした満足度調査、カリキュラムに関する在学生の意見の聴取等

を通じて、自己点検・評価委員会を中心に、外国語学部における教育効果についての

検証を行った。この検証結果を踏まえ、学士課程の改編に向けて新たに設置した新学

部設置準備室会議を中心に、新カリキュラムの設計に着手した。 

入試改革部会を中心に、各種入試データの分析を行い、学士課程教育に対する学生

のニーズ調査を行った。また、大手予備校による本学の入試についての情報分析・コ

ンサルティングを依頼し、その分析結果についての説明会を4回開催した。これらの

分析結果を踏まえ、学士課程改編に向けて、新たな入試制度の設計に着手した。 

また、国際戦略本部と新学部設置準備室が連携し、オープンキャンパスに参加した

高校生及び在学生の保護者を対象に留学に関するアンケートを実施した。このアンケ

ートの分析結果を踏まえ、高校生及び在学生の保護者からの要望が強かった英語圏の

協定校を拡充する等、本学の留学制度の拡充に向けた検討を開始した。 

 

(2) アカデミックハラスメント防止研修会の実施 

総合国際学研究科及び外国語学部に在籍する学生を対象に実施した授業評価アン

ケート及び満足度調査の分析結果を踏まえ、ＦＤ研修の一環として、アカデミックハ

ラスメントについての研修会を行い、参加者による討議、レポート作成等を通じて、

ハラスメントについての教員の認識を深めることにより、ハラスメントの防止体制の

強化を図った。 

 

(3)外部評価の実施 

留学生日本語教育センターにおいて、設立 40 周年事業の一環として外部評価を実

施し、今後センターが取り組むべき諸課題を明確化したうえで、多面的な将来ビジョ

ンの構築に着手した。 

 

２．「共通の観点」に係る取組状況 

 

(1)中期計画・年度計画の進捗状況管理 

学長室直属の点検・評価室の室長である点検・評価等担当の副学長を中心に、

年度計画の進捗状況のヒアリングを行い、進捗が遅れている責任組織に対して、

改善の要請を行った。また、教員の活動に関するデータ収集体制として整備した

「大学情報データベースシステム」を改良し、「研究者一覧」ページの自動更新

機能を付加し、研究者情報の積極的な発信を行った。 

 

(2)自己点検・評価の着実な取組及びその結果の法人運営への活用 

教育研究総括・国際戦略等担当の理事を中心に実施する年度計画の策定に向け

た学内ヒアリングに、点検・評価等担当の副学長が出席し、点検・評価の観点か

ら計画を精査することにより、自己点検・評価結果を次年度の大学運営に積極的

に反映させた。 

 

(3)情報発信に向けた取組 

大学広報誌「GLOBE Voice」及び AA 研広報誌「フィールドプラス」を定期刊

行物として引き続き刊行した。東京外国語大学出版会では、本学の教育研究成果

を積極的に社会に発信し、今年度に関しては、5 冊の学術書、教科書等を刊行し

た。「東京外国語大学オープンアカデミー講座」及び「市民聴講生制度」を通じ

て、地域や社会に広く学習機会を提供した。 

ホームページ運営室を中心に、大学ホームページの全面的な改訂作業を行い、

機能、デザイン面を一新した。 

特別経費（教育プロジェクト）に採択された「地球社会と協働するための言語

教育高度化・質保証プログラム」を活用して、「日本語で読む中東メディア」プ

ロジェクトの運営を行い、中東の「いま」を直接日本に伝えるため、現地新聞の

インターネット版記事の一部を和訳し、広く社会に公開した。 

 



東京外国語大学 

20 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

（４）その他の業務運営に関する重要目標 

① 施設設備の整備・活用等に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

快適な教育研究環境を維持し、大学経営に必要な施設基盤を確保・活用するために、長期的視点に立った施設設備の計画を推進し、世界に開かれたキャンパス環境

の形成に努める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 
進捗

状況

ｳｪｲﾄ 

【42】卓越した教育研究拠点の形成発展に向けて、留学生・外国人

研究者のための国際交流施設の建設を含めた施設整備計画を推進す

る。 

多言語・多文化空間を実現するとともに、安全で快適なキャンパス

計画を推進する。 

施設設備の利用状況の点検・評価を実施し、適切なスペース管理を

行う。 

施設設備の維持管理・保全計画を、継続的に実施する。 

【42】施設の点検・評価を実施するとともに、施設マネジメント室において、施

設の有効活用、老朽化対策、省エネ対策等の具体的方策について検討を進め、中

期計画期間における施設整備計画を策定する。 

 

Ⅲ 

 

 

 

 ウェイト小計  
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

（４）その他の業務運営に関する重要目標 

② 安全管理に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 

全学的な危機管理体制に基づき、安全管理の啓発を行うともに、情報マネジメント体制に基づき情報セキュリティを確保・維持する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 
進捗

状況

ｳｪｲﾄ 

【43】学生及び職員の安全管理・衛生管理・保健管理、就学・就労

環境管理を推進する。 

開かれたキャンパスとして、安全管理に関して、地域及び関連機関

との連携を強化するとともに、海外での学生、教職員の安全につい

ても配慮を怠らない。 

また、情報セキュリティを確保・維持するためのセキュリティ対策

を実施する。 

【43】学生及び職員の安全管理のための危機管理委員会、衛生管理・保健管理の

ための衛生委員会、就労等の環境管理のための苦情処理委員会、ハラスメント防

止委員会が個別の事態に応じ適切な措置を講じるとともに、必要な方策について

の検討を行い、中期計画期間における行動計画を策定する。また、情報セキュリ

ティについて、計画及び政府指針に従い情報セキュリティ対策を実施する。 

 

Ⅲ  

 

 ウェイト小計  
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

（４）その他の業務運営に関する重要目標 

③ 法令遵守に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 

業務運営が適正に行われるよう、法令遵守を徹底する取り組みを行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 
進捗

状況

ｳｪｲﾄ 

【44】監事監査や内部監査等の監査結果を運営改善に反映するサイ

クルの構築を図るとともに、特に、業務監査の充実を図る。 

国立大学法人法を始めとする各種法令遵守体制を構築する。 

【44】定期監事監査や内部監査等の実施とともに、過去の監査結果について、監

事連絡協議会で検討の上、平成23年度以降の監査計画を策定する。 

 

Ⅲ  

 

 ウェイト小計  

 ウェイト総計  
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（4）その他業務運営に関する特記事項  

 

１．特記事項 

 

(1)施設設備の整備 

留学生の積極的な受け入れを図るためには新たな居室確保が必要と判断し、これま

での国際交流会館（１・２号館）に加えて、新たに国際交流会館（３号館）の設置を

企画・立案し、建設及び維持管理への民間資金の導入についての検討を開始した。 

 

 

２．「共通の観点」に係る取組状況 

 

(1)法令遵守（コンプライアンス）に関する体制・規程等の整備・運用 

内部監査計画書に基づき、内部監査室の会計監査部門と業務監査部門が書面・実地

調査を行った。また、内部監査員と監事による監査連絡協議会を開催し、相互の連携・

補完等を図ることにより、内部監査機能の充実を図るとともに、監事連絡協議会での

指摘を学内における各種取組に積極的に活かした。また、内部監査の指摘事項をもと

に、資金運用における入札対象金融機関の格付けについて見直しを行い、資産の運用

管理に係る業務の改善を行った。 

 

①ハラスメント防止への取組み 

本学の定める「ハラスメント防止のための指針」に基づき、学外から専門家を招い

てアカデミックハラスメントについての研修会を行い、参加者による討議、レポート

作成等を通じて、ハラスメントについての教員の認識を深めることにより、ハラスメ

ントの防止体制の強化を図った。また、新入生ガイダンス等を通じて、学生に対して

ハラスメント相談についての周知を行い、ハラスメントに関する全学的な啓蒙活動を

行った。 

 

(2)災害、事件・事故等に関する危機管理の体制・規程等の整備・運用 

 

②危機管理体制 

第１期中期目標期間に策定した以下の危機管理体制及び各種マニュアルを引

き続き運用した。 

・危機管理ガイドライン及びマニュアル：「事件対策マニュアル」、「事故防止マ

ニュアル」、「キャンパス110番システム」 

・防災対策：「防災マニュアル」 

・感染予防対策：「東京外国語大学新型インフルエンザ対策マニュアル」 

・海外における緊急事態に対する危機管理体制構築：海外危機管理プログラム 

・研究費の不正使用防止体制：研究活動に関わる不正行為防止計画 

 

③東日本大震災の発生に係る危機管理体制 

国立大学法人東京外国語大学における危機管理に関する規程第 16 条の規定に

基づき、東北地方太平洋沖地震の発生に伴い生じた諸問題へ迅速かつ適切に対処

するための組織として東北地方太平洋沖地震緊急対策本部を設置した。緊急対策

本部は「災害学生支援」「電力不足対応」「国際交流対応」「教育体制」「後期日程

入学試験対応」「広報」「財政」「ボランティア支援」の8つのチームで構成され、

地震により発生した諸問題に迅速に対応した。また、非常時の備蓄として学内に

保管していた保存食、飲料水、簡易トイレを被災地に提供した。 
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Ⅱ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 ※ 財務諸表及び決算報告書を参照 

 

Ⅲ 短期借入金の限度額 

 

中 期 計 画 年 度 計 画        実  績 

１．短期借入金の限度額 

  ９億円 

２．想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急

に必要となる対策費として借り入れることが予想されるた

め。 

１．短期借入金の限度額 

  ９億円 

２．想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急

に必要となる対策費として借り入れることが想定される。

 

該当なし 

 

Ⅳ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画        実  績 

１．重要な財産を譲渡する計画 

なし 

２．重要な財産を担保に供する計画 

なし 

１．重要な財産を譲渡する計画 

なし 

２．重要な財産を担保に供する計画 

なし 

 

該当なし 

 

Ⅴ 剰余金の使途 

 

中 期 計 画 年 度 計 画        実  績 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向

上及び組織運営の改善に充てる。 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の

向上及び組織運営の改善に充てる。 

該当なし 
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Ⅵ その他  １ 施設・設備に関する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画          実  績 

（単位：百万円）

施設・設備の内容 予定額 
（百万円） 

財 源 

 小規模改修 総額  78 
 

国立大学財務・経営

センター施設費交

付事業費 

 （78百万円） 

（注１）施設・設備の内容、金額については見込みであり、

中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘

案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設

備の改修等が追加されることもある。 

（注２）小規模改修について２２年度以降は２１年度同額

として試算している。なお、各事業年度の施設整備補助金

及び国立大学財務・経営センター施設設備交付金について

は、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、

具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等にお

いて決定される。 

 
（単位：百万円） 

施設・設備の内容  予定額 

（百万円） 

 財  源 

小規模改修 総額 13 国立大学財務・経営

センター施設費交付

事業費 

（13百万円） 

注）金額については見込みであり、上記のほか、業務の実施状

況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施

設・設備の改修等が追加されることもある。 

 

 

 
（単位：百万円） 

施設・設備の内容  予定額 

（百万円）

 財  源 

小規模改修 総額 11 国立大学財務・経

営センター施設費

交付事業費 

（11百万円） 
 

 
○計画の実施状況等 

前年度まで、財務・経営センターからの交付金は13 百万円であったが、セ

ンターからの通知により平成22年度は交付金縮小の関係で11百万円の交付と

なったため。 
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Ⅵ その他  ２ 人事に関する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画          実  績 

世界的な教育研究拠点をめざす本学にふさわしい能力

を持つ教職員を採用する。柔軟な人事制度を構築し、人

事の流動化を図るとともに、年功序列型人事の弊害を除

去して能力本位の昇任制度を構築する。また、教育研究

のプログラムや人件費管理に配慮した中長期的な人事計

画を策定する。 

 

策定した人員削減計画に基づき、人員管理を行う。 

 

［人件費の見積り］ 

期間中総額4,114百万円を支出する。 

（退職手当は除く） 

 

中期計画37を参照 

 

平成 18 年度に策定した総人件費改革の実行計画

に係る人員削減計画に基づき、概ね1%の人件費の削

減を図るとともに、平成23年度までの人件費削減計

画を策定した。 

 

平成22年度の常勤職員数（実績）313人 

任期付き職員数（実績）     34人 

平成22年度の人件費総額（実績）3,887百万円 

（退職手当は除く） 
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                          （平成22年5月1日現在） 

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 (a) (b) (b)/(a)×100 

 （人） （人） （％）

外国語学部 
 
  欧米第一課程 
  欧米第二課程 
  ロシア・東欧課程 
  東アジア課程 
  東南アジア課程 
  南・西アジア課程 
  日本課程 

５６０
７６０
４００
４４０
４００
３００
１８０

６６３
９４２
４９８
５４５
５４１
４０５
１９８

１１８．３
１２３．９
１２４．５
１２３．８
１３５．２
１３５．０
１１０．０

学士課程 計 ３，０４０ ３，７９２ １２４．７

 
大学院総合国際学研究科 
 
  言語文化専攻 
  言語応用専攻 
  地域・国際専攻 
  国際協力専攻  

(a) 
（人)

９４
６８
７４
６０

(b) 
（人)

８５
５５
７７
５５

(b)/(a)×100
（％）

９０．４
８０．８

１０４．０
９１．６

修士課程 計 ２９６ ２７２ ９１．８

 
大学院総合国際学研究科 
  言語文化専攻 
  国際社会専攻 

４０
４０

５０
３２

１２５．０
８０．０

博士課程 計 ８０ ８２ １０２．５

  

 

○ 計画の実施状況等 
 
【外国語学部】 
外国語学部の学生定員は、課程・専攻語単位に設定しており、入学辞退により欠員

が生ずることを防ぐため、20％～30％多めに当初から合格者を出している。欠員がで
る専攻語や年度ごとの欠員数にはばらつきがあるため、定員どおりの合格者を出すこ
とは極めて困難であるが、「国立大学の学部における定員超過の抑制について（通知）」
に基づく2010（平成22）年度入学者の定員超過の状況は以下のとおりである。 
  
 平成22年度入学者の定員超過率 105.1％（超過者数38人） 

 
  本学においては、大学の性格上、外国に留学する学生が多く、そのほとんどは休学
により留学している。休学により留学する場合は休学期間分の在学年数が延びるた
め、数の上では定員超過となっているが、留学は教育上有益であるので問題はないと
考えている。 
 
【大学院総合国際学研究科】 
平成21年4月に地域文化研究科を改組し、総合国際学研究科を設置した。 
各専攻の志願倍率は、修士課程においては概ね2～3倍、後期課程においては概ね1．

5 倍～2 倍強となっているが、欠員数にばらつきがあるため、定員通りの合格者を出
すことが難しく、結果的に専攻により充足率にばらつきが出ている。 
 

 

《修士課程》 

専攻名 平成21年度 平成22年度 

言語応用専攻 108.8％ 80.8％ 

 

本専攻は、日本語教育学専修コース、英語教育学専修コース、言語情報工学専修コ

ース、国際コミュニケーション・通訳専修コースの4コースにより構成される高度で

専門的な職業人を養成する専攻である。 
 

 

 

○ 別表（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について） 
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 平成 21 年度に設置した当該専攻は、外国語学部に基礎を置き、定員の一部は外国語学

部内に設置された、特化コースからの内部進学者である。外国語学部特化コースは選抜コ

ースであることから成績優秀な学生が多く、平成21年度入学者37名のうち特化コースか

らの内部進学者 13 名全員が、優れた研究業績をあげ 1 年短縮で修了した。そのため 2 年

次の在学生は24名となり、定員充足率が下がることとなった。 
 今後は、当該専攻の性格を踏まえた社会人枠の増員や、コースの教育内容の見直し等、

定員充足に向けた取組を行っていく。 
 

 

《博士課程》 

専攻名 平成21年度 平成22年度 

国際社会専攻 100.0％ 80.0％ 

 

本専攻の定員充足の減は、平成22年度入学者数が、入学定員数を下回ったことによるも

のである。 

当該専攻は、平成21年度に実施した地域文化研究科の改組により、言語文化専攻ととも

に新たに設置された専攻である。完成年度を迎えていないことから、本専攻修了後の進路

等を受験生が描きにくいことに加え、近年の不安定な雇用情勢を背景に就職を優先した者

も多く、予想を超える入学辞退者が出たことが主な原因として考えられる。 

RA・TA雇用枠の増加などによる博士後期課程学生の研究条件の改善、広報活動、とりわ

け進学説明会の内容充実および開催時期・開催回数の見直し、ホームページの改善に取り

組んだ結果、平成23年度入学者は23名となり、定員を充足する見込みである。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


